
〔短　報〕 204（エアロゾル；エルチチョソ火山；目射〉

エルチチョン噴火と日射の経年変化＊

毛　利　英　明＊＊

　1．はじめに

　エルチチョン火山（17。N，93。W，メキシコ）は1982

年3月から5月にかけて大爆発をおこし，大量のエアロ

ゾルを成層圏に注入した．このエア・ゾル雲による直達

日射の減少と散乱日射の増加がバンクーパー　（50。N，

123。W），コーバリス（45。N’，123。W），館野（36。N，

140。E）において観測されている　（山内・志村，1984；

Rao　and　Bradley，1983；小畑，1984）．ここでは気象

庁の観測をもとに，日本各地の直達・全天・散乱日射

に，エルチチョン噴火がどのような影響をおよぼしたか

調べてみる．

　2．データ

　目本では，エルチチョソ噴火による大気の混濁は1982

年から1983年にかけての寒候期に顕著であった（山内・

志村，1984）．そこで本論文では寒候期に晴天が比較的多

い，根室（43。N，146。E）の2月，松本（36。N，138。E）

の12月，潮岬（33。N，136。E）の12月，土佐清水（33。

N，133。E）の1月，鹿児島（32。N，131。E）の1月の

データの経年変化を調べる．ここで同じ寒候期の中でも

その地点で最も晴天率の高い月が選ばれている．

　直達・全天日射については南中時を中心とする1時間

積算値を用いる．　（根室，松本，潮岬は11時から12時，

土佐清水，鹿児島は12時から13時の積算値．）

　一方散乱日射については，次式より直達・全天日射か

ら計算する．

　　全天日射二直達日射xsin（h）＋散乱目射

　ここで太陽高度hとしては南中高度の値で近似した．

この近似による誤差はsin（h）において4％未満であ

る．データ取得に用いられた直達・全天日射計の測定誤
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差は≦2％，≦8％であるから，上の誤差の値は以下

の解析において無視しうる範囲にある．

　エアロゾル以外にも，大気中の水蒸気・雲等も日射に

影響を及ぼす．これらの影響を最小限に抑えるために，

次の条件を満たすもののみをデータとして用いる．1）

直達日射1時間積算値の値がその月の最大値の95％以上

であること．2）12時の天気が快晴（雲量1割以下）で

あること．

　データは測定単位がca1・cm－2からMJ・m｝2に移行

し，直達・全天日射について3桁の精度の値が得られる

ようになった1981年以降のものを用いる．（土佐清水，

鹿児島については自記直達日射計が展開された1982年以

降．）この期間中，上の条件を満たすデータの総日数に

占める割合は，根室，松本，潮岬，土佐清水，鹿児島に

おいて，それぞれ18％，5％，15％，8％，8％であ
る．
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　5．結果と考察

　第1図に，各地における直達・全天・散乱日射の月平

均値の推移を示す．図よりエルチチョン噴火後約2年

問，直達日射は著しく減少したが，その間散乱日射は増

加しており，合計した全天日射は殆ど増減がなかったこ

とがわかる．つまり直達光から散乱により失われたエネ

ルギーの大部分が天空光として地上に到達していた訳

で，このことはエアロゾルがミー粒子として光を前方に

強く散乱する性質を持つことと関係している．

　太陽高度の異なる各地のデータを比較するため，直達

日射量の変化を次式により定義される大気透過率Aの変

化に換算する（第1表）．

　　1＝Zo・z4m

ここで1，1。はそれぞれ地表，大気上端における直達日

射量m＝［sin（h）］｝1は大気路程である．第1表より全

地点で大気透過率が約10％減少していることが解る．こ

こで各地における減少率がほぼ等しいことは，この時期

（1982年から1983年にかけての寒候期）エアロゾル雲が
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　　　　　　　　　　　　　　第1図　各種目射量の月平均値

DIRECT，GLOBAL，DIFFUSEはそれぞれ直達，全天，散乱日射を示す．
されている横線は平年値（第1表参照），縦線はその標準偏差の範囲である．

第1表　各地における日射量・透過率の変化

8魯

ノミンクーパー（a〉
ごヲこニぴぴハゆ　ゴザ　ヘ　イ

コーバリス　（b）

根室

館野

松本

潮岬

土佐清水

鹿児島

（c）

（d）

（c）

（c）

（c）

（c）

各種日射量に記

日射量の変化
（％）

直達　散乱

透過率の変化
（％）

64

72

82

80

83

85

89

93

207

197

174

175

184

270

193

152

88

89

90

89

91

91

93

96

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

（5）

（6）

（6）

（1）82年12月のデータを77～81年12月の平均と比較

（2）82年11，12月のデータを80年7月～82年10月の
　　平均と比較
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（4）82年12月のデータを77～81年12月の平均と比較
（5）82年12月のデータを81，84～88年12月の平均と
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出典：（a）山内・志村（1984），（b）Rao　and
Bradrey（1983），（c）本論文，（d）小畑（1984）
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北半球をほぼ一様に覆っていたことによる（異常気象レ

ポート，89，1989）．

　また第1表において，潮岬の散乱日射量の値が他の地

点に比べて著しく大ぎくなっている．これは，潮岬の散

乱日射量の平年値が他の地点に比べてもともと小さいか

らである　（第1図参照）．一般に大気中の水蒸気・エア

ロゾル量が大きい程散乱日射量は大きくなる傾各がある

から，このことは，潮岬以外の4地点の散乱日射のデー

タが，水蒸気や対流圏エア・ゾルの影響を（2．の条件

によりかなり除去されているとはいえ），ある程度受け

ていることを示していると考えられる．

　大気透過率が10％減少したことはエアロゾルによる日

射の吸収・散乱の光学的厚さが0．1程度であったことを

意味する．光学的厚さの値はまたライダー観測から評価

できる．気象研究所（館野）の観測によれば，1982年か

ら1983年にかけての寒候期，エアロゾルによる全後方散

乱係数は，0。7μmに：おいて10－3sr1程度まで増加し

た（Uchino6」α1・1988）．0．7μmにおける後方散乱対

消散比として0．013sr1（Russe116！磁1976）を用いれ

ば，上の全後方散乱係数の値は光学的厚さ＝0．1に対応

し，日射観測から評価された値と一致する．

、天気”37．4．
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第27回自然災害科学総合シンポジウムのお知らせ

期日：平成2年10月30日（火）

場　所：熊本郵便貯金会館（メルパルクKUMAMOTO）

7一マ：

1．計画研究成果報告　6題

（1）集中豪雨のメカニズムと予測に関する研究

　　　　　　　　　　　　　　浅井冨雄（東大海洋研）

（2）豪雨による土砂崩壊の予測に関する研究

　　　　　　　　　　　　　　　道上正規（鳥取大工）

（3）土石流の発生及び規模の予測に関する研究

　　　　　　　　　　　　　　　　片岡　順（名大農）

（4）強震動および津波の予測と破壊能評価に関する研究

　　　　　　　　　　　　　　　平沢朋郎（東北大理）

（5）都市供給施設における震害の防止・軽減並びに復旧

　　対策に関する研究　　　　　佐武正雄（東北大工）

（6）都市住空間の震災予測と耐震化システムに関する研

　　究　　　　　　　　　　　柴田明徳（東北大工）

2．突発災害調査報告　3題

（1）伊豆半島東方沖の群発地震と海底噴火の研究

　　　　　　　　　　　　　　茂木清夫（東大地震研）

（2）越前海岸山崩れとその災害に関する調査研究

　　　　　　　　　　　　　　　　三浦　静（福井大）

（3）1989年ロマブリータ地震によるサソフランシスコ湾

　　岸地域の被害に関する調査研究

　　　　　　　　　　　　　　亀田弘行（京大防災研）

3．ワーキソググループ成果報告　6題

（1）3次元数値モデルによる豪雨の予報システムのため

　　の検討　　　　　　　　　吉崎正憲（東大海洋研）

（2）自然災害教育に関するピデオテープ記録の活用とそ

　　の効果　　　　　　　　　矢入憲二（岐阜大教養）

（3）やませ時の冷害の原因となる下層雲の発生機構とそ

　　の発現予測の可能性に関する研究

　　　　　　　　　　　　　　　児玉安正（弘前大理）

（4）地上及び衛星リモートセソサーを用いた豪雪の検出

　　・予測方法の検討　　　 上田博（北大理）

（5）西南日本における初生的大規模斜面変動の発生・移

　　動機構の解析　　　　　藤田　崇（大阪工大工）

（6）大地震データを緊急に収集するための基礎調査

　　　　　　　　　　　　　　安藤雅孝（京大防災研）

4．国際防災の10年開始記念講演　3題

（1）国際防災の10年開始について（仮題）

　　　　　　　　　　　　　　土岐憲三（京大防災研）

（2）波浪災害と防止（仮題）　　　　　　発表者未定

（3）風災害と防止（仮題）　　　　　　　発表者未定

連絡先：〒860熊本市黒髪2－39－1

　　　　　　　熊本大学工学部土木環境工学科内

　　　第27回自然災害科学総合シソポジウム実行委員会

　　　中島重旗盈096－344－2111内線3546又は3531

　　　　　　　FAX．096－344－5063
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